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第５章  基本計画（行政経営編） 

 

１ 計画の体系 

基本構想の「行政経営の基本方針」で示した市民満足度を基調とした成果重視型の行

政経営への転換を進めるため、第3章で示した4つの経営資源ごとの経営ビジョンに沿

って、同ビジョンで示した取り組みの方向及び個別目標を施策として体系化し、目標値

となる「施策達成度指標」と「計画期間内の主な取り組み（又は事業）」について明らか

にします。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①経営ビジョン

②取り組みの方向 ③個別目標（施策）

１．財政ビジョン

１－１

１－１－１ 財源の確保に努めます

１－１－２ 負担の適正化・資産の活用を進めます

１－２　

１－２－１ 財源配分・予算編成を見直します

１－２－２ 歳出の抑制に努めます

２．行政改革ビジョン

２－１

２－１－１ 市民参加の機会を示します

２－１－２ 行政手続きを明確にします

２－１－３ 地域内分権を進めます

２－２　

２－２－１ 事務事業を見直します

２－２－２ 行政評価制度を導入します

２－２－３ 組織目標を公表します

２－３　

２－３－１ 組織機構の見直しを進めます

２－３－２ 適正な定員管理を進めます

２－４　

２－４－１ 民間委託等を進めます

２－４－２

３．人材育成ビジョン

３－１

３－１－１ 優秀な人材を確保します

３－１－２ 人材を育成します

３－２

３－２－１ 目標管理による人事評価を進めます

３－２－２ 能力に応じた適性評価を進めます

３－３

３－３－１ 人材を育てる職場をつくります

４．情報ビジョン

４－１

４－１－１ 行政情報の公開ルールを定めます

４－１－２ 情報の発信と共有を進めます

４－１－３ 市民ニーズを把握します

４－２

４－２－１ 情報技術によるサービス向上を進めます

人材育成のための環境整備

市民との情報共有・情報交換の推進

情報技術を活用した行政サービスの推進

地方公営企業等の健全運営を進めます

職員のやる気が活かされる人事制度の構築

財政基盤の充実強化

事務事業の見直しと行政評価制度の導入

組織機構の見直しと定員管理の適正化

人材の確保と育成

民間委託の推進と第三セクター、地方公営企業の健全経営

市民参加と協働の推進

歳出構造の改善と財政運営の健全化・効率化
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　基本方針 目　標

現　在
（19年度）

平成22年度 測定方法

91.5%
（18年度）

91.0% 財政課調べ

－ 50.0%
市民アンケート
調査（追加）

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （23年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

－ 50.0%
市民アンケート
調査（追加）

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

⇒ ⇒

○ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

○ ○ ⇒ ⇒ ⇒

○ ⇒ ⇒ ⇒

備考
20年度

○
（定期的な
見直し）

⇒ ⇒

⇒

使用料、手数料、減免措置の見
直し（受益者負担の見直し） △ ⇒ ○

（見直しの制度化）

⇒

　受益者負担の見直し、資産の有効活用、多
様な資金調達等に取り組むことで、必要とする
財源を公平かつ確実に確保していきます。

施策達成度指標

行政経営の健全度
（市民満足度）

⇒

市町村への税源移譲の働きかけ
（地域格差是正の制度設計を含む）

○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

主な取り組み
20年度

備考
取り組みの時期

「財政健全化推進本部（仮称）」
による取り組み ◎ ⇒ ⇒

　「財政健全化推進本部（仮称）」を組織し、地
方財政の強化に向けての国・県への働きかけ、
市税収入の確保に向けての取り組み、その他
財政全般に係る取り組みを強力に推進し、自
主財源の安定した確保、さらには市独自の施
策に振り向けることのできる財源の確保を図っ
ていきます。

施策達成度指標

経常収支比率

行政経営の健全度
（市民満足度）

主な取り組み
取り組みの時期

住宅用地、企業用地の早期
販売・活用

⇒
市税等の収納率向上対策（口座振
替制度の推進、収納方法の拡充、徴
収体制の強化等）

○ ⇒ ⇒ ⇒

起債方法の研究

住民参加型ミニ市場公募債
の導入

△
◎

（時期は社会経
済情勢を考慮）

広告収入の導入、拡大

1-1：財政基盤の充実強化

１-1-1：財源の確保に努めます

１-1-２：負担の適正化・資産の活用を進めます
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

（集計中） 年間総数

－ 50.0%
市民アンケート
調査（追加）

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （23年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

91.5%
（18年度）

91.0% 財政課調べ

15.7%
（18年度）

13.3% 財政課調べ

462,282円
（18年度）

458,347円 財政課調べ

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

○
特別会計・企業会計への繰
出金の見直し

△

プライマリーバランスの黒字の
維持

◎

　予算編成手法の改善、予算編成過程におけ
る情報開示に取り組み、財源配分を市民ととも
に考える環境づくりを進めます。

主な取り組み
取り組みの時期

電子入札制度の導入・拡充

○
（拡充）

⇒ ⇒

施策達成度指標

市財政課ホームページ
へのアクセス数
行政経営の健全度
（市民満足度）

主な取り組み
取り組みの時期

備考
20年度

各部局ごとのマネジメントによ
る予算編成の導入、拡充

○
（導入）

○
（「ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ予
算制度」の導入）

○
（拡充）

⇒ ⇒ ⇒

⇒

　プライマリーバランスの黒字、市債発行額の
抑制により歳出総額を抑えたうえで、人件費の
見直しなど歳出の抑制に取り組みます。

施策達成度指標

経常収支比率

実質公債費比率

人口一人当たり地方債
 現在高

予算要求状況などの公開 ○
（導入）

一般競争入札制度の導入・
拡充

○
（導入）

○
（拡充）

○
（拡充）

⇒

備考
20年度

⇒ ⇒ ⇒

人件費（諸手当）の見直し ○ ○ ○ ○ △ ⇒

○
（導入）

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

一般会計当初
予算ﾍﾞｰｽ

市債発行額を原則として償還
元金以内に抑制

◎ ⇒ ⇒ ⇒ 一般会計当初
予算ﾍﾞｰｽ

⇒

△ ⇒

1-2：歳出構造の改善と財政運営の健全化・効率化

１-2-1：財源配分・予算編成を見直します

１-2-２：歳出の抑制に努めます 基 
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第
５
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

53.7% 60.0% 市民アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

※シートに市民参加・協働の時期・方法を明記

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

66.3% 70.0% 市民アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

住民参加への取り組
み（市民満足度）

窓口サービスの対応
（市民満足度）

主な取り組み
20年度

施策・事業シート（実施計画
シート）の作成と公表

備考
取り組みの時期

◎ ⇒

   ＰＤＣＡのマネジメントサイクルの各段階にお
ける市民参加や協働を日常の行政活動に定着
させるため、事業の立案・予算化にあたって
は、市民参加や協働をどの部分で位置づける
のかを市民に対し明らかにします。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

住民自治の活性化
（市民満足度）

備考
20年度

審査基準・処分基準・標準処
理期間等の提示

主な取り組み
取り組みの時期

⇒ ⇒○
（各課対応）

△

○
（実施計画）

⇒ ⇒

⇒

   公正で透明性の高い行政経営を進めるた
め、行政手続きの明確化を行います。そこで、
審査基準や手続き期間の提示、パブリックコメ
ント制度の積極的活用、監査機能の強化等に
取り組みます。

施策達成度指標

◎
（ＨＰ公表）

⇒
監査結果の公表
（ホームページ）

◎
（表示統一）

⇒

2-1：市民参加と協働の推進

2-1-1：市民参加の機会を示します

2-1-２：行政手続きを明確にします
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0% 市民アンケート

53.7% 60.0%
市民
アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

市民活動サポートセンターの
充実（団体交流会の実施） ○

◎
（市民団体
の企画参
加）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

主な取り組み
取り組みの時期

主な取り組み
取り組みの時期

備考
20年度

行政区の再編に向けた検討
（提言書のまとめ）

△
（庁内検討）

○
（市民提示）

⇒ ⇒ ⇒集落担当制度の実施

△
（計画提示）

◎
（24年度）

地域自治区の設置に向けた
　調査・検討及び設置

△◎
（庁内検討）

   市民自治社会の実現に向け、地域や市民自
身が地域の課題を解決できるよう地域内分権を
進めます。行政は、職員の「地域担当制度」等
を通じ積極的なサポートを行います。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

住民自治の活性化
（市民満足度）

地域計画の策定支援

○
（鳳来・作手
の一部地
域）

△○
（庁内検討）

△
（市民会議）

△
（庁内検討）

備考
20年度

⇒ ⇒ ⇒
Ｈ２６年
度全地区
完了

⇒ ⇒ ⇒

2-1-3：地域内分権を進めます
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

９１．５％
（18年度）

94.0% 財政課調べ

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

△ ⇒ ○
（実施計画）

○
（全事務事
業体系化）

◎ ⇒

備考
20年度

施策・事業シート（実施計画
シート）の作成と公表

主な取り組み
取り組みの時期

○
（実施計画）

⇒ ⇒

   成果重視型の行政経営を進めるため、行政
評価過程への市民参加を保障し、結果を行政
経営に的確に反映します。また、すべての事業
の体系化を早期に実施し、評価評価の基準と
なる成果目標や成果指標の設定と公表を行い
ます。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

※経常収支比率

   すべての事務事業について、行政の責任領
域の検討を行うとともに、市民ニーズとの合致
性、有効性、能率性、、緊急性などの基準によ
る見直しを行います。また、評価と予算編成と
の連動、補助金・交付金等の支出状況の公表
を行います。

※経常経費の節減に向けた事務事業の見直しが行われている

⇒

主な取り組み

◎ ⇒

行政経営の健全度
（市民満足度）

備考
取り組みの時期

○
（施策シート）

⇒ ⇒

○
（18年度）

⇒

⇒ ⇒

毎年度見
直し

事務事業の見直し（内部評
価：部局配分予算）

補助金・交付金の見直し
（評価基準設定）

○
（18年度）

⇒

○
（18年度）

⇒

20年度

⇒ ⇒
毎年度見
直し

⇒ ⇒ ⇒

行政評価制度の導入

⇒

予算・事業の公表（ザイセイの
話･施策シートの公表）

2-2：事務事業の見直しと行政評価制度の導入

2-2-1：事務事業を見直します

2-2-２：行政評価制度を導入します

91.０% 
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

＿ 100.0%
人事課調
べ

62.8% 65.0%
市民
アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）
主な取り組み

取り組みの時期

   市民及び行政内部における情報を共有し、
成果重視型の行政経営を進めるため、部局ご
とに運営方針と重点施策からなる組織目標を
設定します。また、組織目標を達成するための
成果目標と成果指標を合わせて公表します。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

広報・広聴の充実
（市民満足度）

組織目標の設定と公
表割合

備考
20年度

組織目標の設定と公表 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

2-2-3：組織目標を公表します
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

62.8% 65.0%
市民
アンケート

※行政経営の健全化に向けた取り組みが広報されている

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

101.0% 100.0%
人事課調
べ

62.8% 65.0%
市民
アンケート

※行政経営の健全化に向けた取り組みが広報されている

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

※職員数の推移・見込み、年齢構成等は、行政改革ビジョンを参照

⇒

○
（1７年度）

⇒

取り組みの時期

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

集中改革プランの達
成度（普通会計職員数）

※広報・広聴の充実
（市民満足度）

⇒ ⇒

本庁・総合支所機能の集中と
分担

⇒ ⇒

毎年度見
直し

⇒ ⇒

部課の統廃合等
（収入役の廃止：17年度）

プロジェクトチーム等の活用 ○
（１７年度）

⇒

◎
（18年度）

⇒ ⇒ ◎
（見直し）

施策達成度指標   市民ニーズや市の戦略、社会経済情勢の変
化に迅速かつ的確に対応できる、簡素で効率
的な機構と人員配置に努めます。また、グルー
プ制の定着や部局間調整･連絡機能の充実、
地域内分権に伴う組織機構の見直し･行政組
織内分権を進めます。

グループ制への移行 ◎
（18年度）

⇒ ⇒ ⇒

主な取り組み
取り組みの時期

◎
（18年度）

定員管理計画の策定と公表、
実施

主な取り組み

   本市の職員数は、合併や地理的条件等によ
る特殊要因があるものの類似団体に比べ超過
となっており、集中改革プランによる計画的な
定員管理に努めています。今後とも、事務の効
率化、集約化、市民協働・民間委託の推進、職
場協力体制の強化等により、適正な定員管理
を進めます。

施策達成度指標

行政経営の健全度
（市民満足度）

20年度

⇒ ⇒

備考

行政経営の健全度
（市民満足度）

※広報・広聴の充実
（市民満足度）

毎年度見
直し⇒ ⇒

20年度
備考

⇒

2-3：組織機構の見直しと定員管理の適正化

2-3-1：組織機構の見直しを進めます

2-3-２：適正な定員管理を進めます
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本 
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

54.4% 60.0%
市民
アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

62.8% 65.0%
市民
アンケート

※行政経営の健全化に向けた取り組みが広報されている

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

第三セクターの健全運営と決
算状況、経営資料の公表

主な取り組み
取り組みの時期

行政経営の健全度
（市民満足度）

施策達成度指標
  市民サービスの向上、行政運営の効率化を
進めるために民間委託や指定管理者制度によ
る公の施設管理を進めます。また、民間委託等
にあたっては、施設の安全管理、選定過程の
透明性に十分配慮することとします。

備考
20年度

行政経営の健全度
（市民満足度）

住民参加への取り組
み（市民満足度）

⇒ ⇒ ⇒

毎年度見
直し

○
（議会報告）

○
（ザイセイの
話）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

※広報・広聴の充実
（市民満足度）

   本市の職員数は、合併や地理的条件等によ
る特殊要因があるものの類似団体に比べ超過
となっており、集中改革プランによる計画的な
定員管理に努めています。今後とも、事務の効
率化。集約化、市民協働・民間委託の推進、職
場協力体制の強化等により、適正な定員管理
を進めます。

施策達成度指標

20年度

毎年度見
直し

備考
取り組みの時期

⇒

指定管理者制度の推進
（ガイドラインの策定と実施）

◎
（18年度）

◎
（19年度）

主な取り組み

委託業務の拡大と見直し

⇒ ⇒ ⇒

○
（1８年度）

⇒

⇒

⇒ ⇒ ⇒
公営企業の健全運営と決算
状況、経営資料の公表

○
（議会報告）

⇒ ⇒

2-4：民間委託の推進と第三セクター、地方公営企業の健全経営

2-4-1：民間委託等を進めます

2-4-２：地方公営企業等の健全運営を進めます
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

100.0% 100.0%
人事課調
べ

62.8% 65.0%
市民
アンケート

※優秀な人材の確保に向けた取り組みが広報されている

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

74人
（18年度）

100人
人事課調
べ

延3,628人
（1８年度）

延3,900人
（4回/人）

人事課調
べ

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

集中改革プランの達
成度（採用計画）

⇒ ⇒ ⇒
毎年度見
直し

◎ ⇒

備考
20年度

年間研修日程の周知と募集
（庁内ＬＡＮ） ◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

人材育成方針の策定と継続
的取り組み

◎
（1８年度）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

主な取り組み
取り組みの時期

   自己啓発を職員の能力開発の基本と位置づ
け、研修制度の見直し・充実、職場内研修の推
進に努めるとともに、職員の説明責任やファシリ
テーション能力の向上を図るために、市民対話
機会を積極的に活用するよう推奨します。

施策達成度指標

行政経営の健全度
（市民満足度）

※専門研修・特別研
修参加者数

※研修者総数（延べ）から階層別派遣研修、自主研修を除いた研修者数

備考
20年度

施策達成度指標

行政経営の健全度
（市民満足度）

※広報・広聴の充実
（市民満足度）

自主研修参加者数
（庁内研修）

取り組みの時期

⇒ ⇒

○
（19年度）

⇒

職員募集時の「求める職員
像・資質」の明示

  職員採用を人材確保の最も有効な手段と位
置づけ、専門的な知識や新しい発想を持った
優秀な人材を幅広い階層から確保できるよう、
試験制度、選考基準の見直しに努めます。

主な取り組み

職員採用試験・採用基準の
見直し

3-1：人材の確保と育成

3-1-1：優秀な人材を確保します

3-1-２：人材を育成します
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

課長職以上
（１００％）

一般行政職
（１００％）

人事課調
べ

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

課長職以上
（１００％）

一般行政職
（１００％）

人事課調
べ

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

△ ⇒ ⇒ ○

備考
20年度

人事評価基準、昇任・分限処
分基準の周知

○
（考課マニュ
アル作成）

⇒ ⇒

主な取り組み
取り組みの時期

   人材育成を主眼に、職員の人事評価が昇任
や給与に適正に反映されるなど、能力と業績が
活かされる昇任・給与制度をめざします。また、
男女を理由とした格差等が生じないようにしま
す。

施策達成度指標

行政経営の健全度
（市民満足度）

個人目標の設定割合

⇒

目標管理による人事評価制
度 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

△

複線型人事制度の導入 △

主な取り組み
20年度

備考
取り組みの時期

人事評価制度の見直し
（一般行政職全員の目標管理による
人事評価制度の導入）

○
（考課マニュ
アル作成）

△
（目標管理）

◎
（目標管理）

⇒

◎ ⇒ ⇒

  部局ごとの組織目標を達成するために、人事
評価制度において「個別目標（個人目標）」を
設定する制度を導入します。また、人事異動
（人員配置）においてジョブローテーション制度
や複線型人事制度の導入を進めます。

施策達成度指標

行政経営の健全度
（市民満足度）

個人目標の設定割合

昇任試験制度の導入検討

⇒ ⇒

3-2：職員のやる気が活かされる人事制度の構築

3-2-1：目標管理による人事評価を進めます

3-2-２：能力に応じた適性評価等を進めます
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

＿ 50.0%
市民アン
ケート（追加）

＿ 100.0%
人事課調
べ

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

⇒ ⇒

時差勤務制度など勤務体制
の弾力化 △ ⇒ ○ ⇒

⇒ ⇒ ⇒組織目標の設定と公表 ◎

主な取り組み
取り組みの時期

備考
20年度

施策達成度指標

組織目標の設定と公
表割合

行政経営の健全度
（市民満足度）

  職員のやる気や能力が活かされる職場環境
の形成に努めるとともに、組織目標の公表や、
職員提案制度の充実、健康管理、勤務体制の
弾力化等に取り組みます。

⇒ ⇒職員提案制度の運用・充実 ◎ ⇒

3-3：人材育成のための環境整備

3-2-1：人材を育てる職場をつくります
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0% 市民アンケート

62.8% 65.0%
市民
アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

62.8% 65.0% 市民アンケート

54.8% 65.0% 市民アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）
主な取り組み

取り組みの時期

広報紙の発行（市民編集委
員・モニターの充実）

備考
20年度

ケーブルテレビ番組の放送と
編集 ◎

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

広報・広聴の充実
（市民満足度）

  新たな公共を担う主体同士が、様々な情報媒
体を活用し、保有する情報を共有し合うため、
情報共有の前提となる行政情報の公開ルール
を徹底します。

備考
20年度

個人情報保護への取り組み
（情報セキュリティ研修）

行政情報公開ルールの策定

⇒ ⇒

主な取り組み
取り組みの時期

⇒ ⇒

○
（情報ビジョン）

◎ ⇒ ⇒

◎

  広報紙やCATV自主放送番組、ホームペー
ジ等を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提
供を行い、行政との協働体制を構築するため
の情報共有を進めます。また、モニターや市民
編集委員等の参加により、市民が知りたい情報
の発信に努めます。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

地域情報化の取り組
み（市民満足度）

広報・広聴の充実
（市民満足度）

⇒ ⇒ ⇒

○ ⇒ ◎ ⇒ ⇒ ⇒
毎年度見
直し

ホームページによる情報の提
供（ＣＭＳシステムの稼働・運用） ◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

4-1：市民との情報共有・情報交換の推進

4-1-1：行政情報の公開ルールを定めます

4-1-2：情報の発信と共有を進めます
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　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

62.8% 65.0%
市民
アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）20年度
主な取り組み

取り組みの時期
備考

  　的確な情報提供に合わせ、市長が直接市
民の声を聞く「市政懇談会」等の充実、定期的
な市民満足度調査による地域別・年代別ニー
ズの把握等を通じ、市民ニーズに沿った成果
重視型の行政経営への転換を進めます。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

広報・広聴の充実
（市民満足度）

市政報告・懇談会の開催・充
実 ◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

パブリックコメントの活用
（ガイドラインの周知） ◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

毎年度見
直し

市民満足度調査の実施・活
用 ◎ ◎ ⇒

4-1-3：市民ニーズを把握します

　基本方針 目　標

現　在
（平成19年度）

平成22年度 測定方法

54.4% 60.0%
市民
アンケート

62.8% 65.0%
市民
アンケート

54.8% 65.0%
市民
アンケート

　計画期間内の主な取り組み ◎：実施　　○：一部実施　　△：検討　　⇒：継続

（18年度以前） (19年度) 21年度 22年度 （2３年度以降）

電子会議室の調査研究

◎△

⇒

⇒
学校教育支援システムの
充実

主な取り組み
20年度

備考
取り組みの時期

防災情報システムの運用と
ＰＲ ○ ◎ ⇒

   市民の多様な生活スタイルや年齢・身体的な
条件等による情報技術の利用機会、及び活用
能力の格差是正に取り組み、より多くの市民が
情報技術を活用し、情報の交流と行政サービ
スを享受できる環境を整備します。なお、各シ
ステムの導入に当たっては、費用対効果や情
報技術の進展動向に十分配慮することとしま
す。

施策達成度指標

住民参加への取り組
み（市民満足度）

地域情報化の取り組
み（市民満足度）

広報・広聴の充実
（市民満足度）

⇒ ⇒

電子申請システムの充実 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒

ＣＡＴＶ及びインターネットを
活用した議会中継の実施 △ ⇒

⇒ ⇒ ◎

◎ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

各種情報システムの導入
検討及び導入 △ ⇒ ⇒ ○ ⇒ 実施未定

△

4-2：情報技術を活用した行政サービスの充実

4-2-1：情報技術によるサービス向上を進めます




